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令 和 ７ 年 度 事 業 計 画 書
１　基本方針

東日本大震災後、本県農業は沿岸部を中心に大区画農地の整備や大型園芸施設の建設が進み、１００ha
を超える土地利用型農業法人や高度な環境制御技術を導入した先進的施設園芸に取り組む法人が増加す
るなど、経営の大規模化、高度化が進展しています。
一方、急速に進む人口減少や高齢化に加え、生産資材や燃油価格の高値基調、子牛価格の低迷は依然
として続いているほか、農畜産物の消費は、物価高による消費者の節約志向などからコロナ禍以前まで
回復していない状況が続いています。
本県の基幹的な農産物である米については、令和５年産、６年産の流通の端境期に全国的に需給バラ
ンスが崩れ米不足が生じたことから、国は令和７年産米の適正生産量を増やし需給の安定化を目指すこ
ととしました。これを受け県は、全国有数の米どころとして消費者に安定供給する責務があるとして、
前年比６.８％増となる３２８,５４７トンの生産目安数量を示したところであり、生産者は需要に応じた計画的
な米作りが求められています。
また、担い手の減少や農業従事者の高齢化など生産現場における労働力不足への対応として、スマー
ト農業への取組や人材確保に向けた法人化、次の世代への経営継承への支援が求められているほか、中
山間地域等においてはイノシシなど野生鳥獣被害による営農意欲の低下などから遊休農地の拡大が課題
となっています。さらに、全国的な豚熱や高病原性鳥インフルエンザの発生、記録的な猛暑や局所的な
豪雨にみられるような自然災害の大規模化、激甚化など、農業・農村を取り巻く環境は厳しい状況となっ
ています。
国は、令和６年５月に成立した「改正食料・農業・農村基本法」に掲げる基本理念の実現を図るため、
令和７年３月を目途に策定を予定している「食料・農業・農村基本計画」において、「食料安全保障の確
保」や「環境と調和のとれた食料システムの確立」などの取組を推進することとしています。
県においては、「第３期みやぎ食と農の県民条例基本計画」（令和３年３月策定・令和１２年度目標）に
基づき、「共創力強化　～多様な人材が豊かな未来をつくる　みやぎの食と農～」のキャッチフレーズの
もと、食と農に関わる全ての人材が結びつき活躍することにより、「豊かな食」、「儲ける農業」、「活力あ
る農村」を次の世代につなげることを目標に取組を進めています。
公社といたしましては、こうした農業・農村を取り巻く情勢や国・県の施策展開の方向を踏まえ、ま
た、「中期経営プラン（第３期）」（令和５年５月策定：計画期間５ヶ年）の３年目として適確な業務運営
に努めるとともに、環境等変化に対応すべく中間年としてプランの一部見直しを行います。
また、子牛価格の低迷や業務量の減少が続く牧場運営事業及び基盤整備事業においては、一層の収支
改善に向け、関係機関・団体等の協力もいただきながら抜本的な改善策を検討してまいります。
令和５年４月１日に施行された改正農業経営基盤強化促進法等により制度の内容が大きく変わった農
地中間管理事業については、２年間の経過措置期間が終了し令和７年４月から新たな制度として本格的
な運用が始まることから、丁寧な説明に努め円滑な業務推進を図ってまいります。
さらに、昨年度組織統合した畜産・農村振興部の機能を十分に発揮するとともに公社の組織横断的な
協力体制を強化し、効果的かつ効率的な事業執行により収支改善に努めながら、本県農業・農村の振興
に寄与してまいります。
具体には、農地整備事業と連携しながら農地中間管理事業や関連する公社単独事業の推進を図るほ
か、各地域で策定された「地域計画」の達成に資するための「農用地利用集積等促進計画」の策定など
農用地の集積・集約化を一層進め、県内農業生産の基盤を強化してまいります。
また、「宮城県農業経営・就農支援センター」の拠点相談窓口として新規就農者の確保・育成を図ると
ともに、担い手の経営改善や生産の組織化・法人化、円滑な経営継承の支援などを支援します。
さらに「だて正夢」「にこにこベリー」等の優良種子・種苗の安定供給やドローンなどを活用した農地
整備関連事業の受託、白石牧場における優良肉用子牛の生産・供給と肉用牛生産の担い手育成のための
研修事業の実施、指定管理者として指定を受けている県営の岩出山牧場の適切な運営管理、令和５年度
県が整備した県内７箇所のRTK基地局の運営や基金の管理等を行うなど、引き続き県内農業者の経営の
安定化・高度化を支援してまいります。

２　施策体系

⑴　農地の集積・集約化による農業経営の効率化・安定化
⑵　意欲ある担い手の育成
⑶　優良種子・種苗の安定生産と供給
⑷　肉用牛の生産振興
⑸　生産基盤となる農地・施設等の整備や営農支援
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３　事業の内容

⑴　農地の集積・集約化による農業経営の効率化・安定化
①　担い手等への農地集積
イ）農地中間管理事業

農地中間管理事業の実施主体（農地中間管理機構）として、県・市町村・農業委員会等関係機
関及び農業委員並びに農地利用最適化推進員等との連携を図り、円滑な農地の利用調整を行うた
め市町村が策定した地域計画との一体的な推進を行い、農地貸付希望者より農地を借入れ、地域
の担い手である農地借受希望者に地域計画（目標地図）等の地域ビジョンに沿った農地の集積・
集約化を進めるため再配分（貸付け）を行う。

〔重点取組方針〕
◇地域計画との一体的推進 
◇担い手の経営発展の推進
◇農地整備事業との連携強化

〔主な推進活動計画〕
◇農地中間管理事業担当者会議開催《対象：市町村等、時期：令和７年５月》
◇担い手農業者組織等連携推進会議開催《対象：担い手組織等、時期：令和７年８月》
◇農地中間管理事業評価員会議開催《対象：評価委員等、時期：令和７年６月、８年３月》
◇地域コーディネーター情報連絡会議開催《対象：地域コーディネーター等》 《時期：隔月》
◇担い手等農業者巡回活動《随時》

ロ）農地中間管理機構の特例事業（農地売買等支援事業）
特例事業の実施主体（農地中間管理機構）として、関係機関等と連携を図り、円滑な農地の利

用調整を行うため市町村が策定した地域計画との一体的な推進を行い、また、農業委員会が行う
農地移動適正化あっせん事業等と連携し、農地売渡希望者より農地を買入れ、地域の担い手であ
る農地買受希望者に地域計画（目標地図）等の地域ビジョンに沿った農地の集積・集約化を進め
るため再配分（売渡し）を行う。

〔主な推進活動計画〕
◇農地中間管理事業担当者会議開催《対象：市町村・農委・JA等、時期：令和７年５月》
◇農業委員会等巡回活動《随時》
◇担い手等農業者巡回活動《随時》

実　　施　　計　　画区　 　 　 分 借　賃面　積件　数

525，0003，5003，500借　 　 　 入

525，0003，5003，500貸 　　  付
（ 過 年 度 借 入 含 む ）

〔農地中間管理事業計画〕 （単位：件、ha、千円）

（単位：件、ha、千円）〔農地売買等支援事業計画〕
実　　施　　計　　画区　 　 　 分 金　額面　積件　数

245，00070100買　 　 　 入

248，67570100売 　　  渡
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ハ）土地利用調整指導業務
農地整備事業地区を中心に、現場主義を念頭に地域代表者の会議や集落座談会、担い手会議等

に積極的に参画し、地域計画（目標地図）や地域の実情に即した効率的な農地集積手法等を提案
する。
具体的には、石巻市大森地区外１４地区において、農地整備事業をより円滑に推進するため、関

係機関と連携のもと、効率的かつ安定的な担い手の育成と総合的な土地利用調整が確立できる仕
組みづくりを農地中間管理事業との連携推進等により支援する。

　

〔主な推進活動計画〕
（ⅰ）担い手育成関連

◇農地中間管理事業等による経営規模拡大支援『農地の賃貸借、売買、農作業受委託』
◇集落営農育成支援、生産組織の設立・運営支援

（ⅱ）農地集積関連
◇各種会議（事務局会議、役員会、集落座談会等）での適時・適切な指導・助言
◇推進計画策定支援（５Ｗ２Ｈ；いつ・どこで・誰が・何を・何故・どんな方法で・どの位）

（ⅲ）推進体制関連
◇農用地利用改善団体等の設立・運営支援
◇事業推進協議会、担い手部会等の設立・運営支援

（ⅳ）普及啓発関連
◇事業啓発資料（パンフレット等）の作成支援
◇農地集積研修会（フォーラム等）企画・開催支援

（ⅴ）合意形成関連
◇集落のルールづくり支援（集団転作、賃借料金や作業料金の設定等）
◇賃借権設定、農作業受委託等の契約締結推進支援

 

（単位：千円）

備　　考金　額地　　区事　業　項　目
宮城県１７，０００全 管 内農地集積データベース管理
宮城県１９，０００大河原管内外６管内農 地 集 積 指 導 業 務
市町、土地改良区１０，０００大森地区外１４地区農 地 集 積 指 導 業 務 他

４６，０００合　　　計

〔土地利用調整指導業務計画〕
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⑵　意欲ある担い手の育成
①　新規就農者・青年農業者の確保・育成
イ）青年農業者確保対策事業
（ⅰ）就農予定者奨学金支給事業

県内に就農しようとしている農業大学校等に在学している者（認定就農者）に対して修学に
要する経費の一部を奨学金として支給する。

（ⅱ）就農相談活動事業
関係機関（宮城県、（一社）宮城県農業会議）と連携し、定期的に就農相談会を実施するとと

もに「農林水産FEST」等の他団体が主催する就農相談会にも参画する。
また、無料職業紹介所として求人登録のある農業法人へ求職者を紹介することにより「農業

法人で働きたい人」と「雇用が必要な農業法人」の結びつきを推進する。
なお、本事業は、県の方針や国の実施要綱等に基づき設置されている「農業経営・就農支援

センター」において、就農サポート及び経営サポートの総合的な連携により一体的な活動を推
進する。

　

（ⅲ）その他
その他、青年農業者の確保に必要な広報・調査活動を実施する。

　　　　　　

 

内　　　　　　　　　容就農相談区分
・毎月２回（第２・第４水曜日）、宮城県仙台合同庁舎において開催
　（全２４回／年）
・宮城県、宮城県農業会議と連携し、就農支援制度や農地の確保、農
業法人への雇用等の相談に対してワンストップで対応する。

①就 農 相 談 会 

・就農希望者等により身近に農業を知ってもらうため、現地見学会や
先輩農業者から話を聞くイベントなどを年２回開催。

②就農希望者向けのイベント
　（みやぎ農業見聞のつ どい） 
　など

・農業法人による求人登録数の増加と求職者の紹介。③無 料 職 業 紹 介 事 業 

・農地や農業施設に関する情報収集、農業法人の求人や研修受入に関
する情報の収集と整備。④就 農 関 連 情 報 の 収 集 

・他団体主催の「農林水産FEST」等へのブース出展。⑤他団体主催就農相談会参画

※就農相談は、農林水産FEST、電話、メール、オンライン相談等も含めて随時対応

〔主な就農相談の開催計画〕

継　続　支　給新　規　支　給
支　給　区　分

支 給 額件　数支 給 額件　数
５４０３５４０３大　 学　 校　 等
５４０３５４０３計

〔令和７年度奨学金支給計画〕 （単位：件、千円）
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ロ）青年農業者育成対策
（ⅰ）先進地留学研修資金助成事業

新規就農者育成総合対策（就農準備資金）の対象とならない３ヶ月以上１年未満の国内外の
農家等での研修を実施する認定新規就農者等に対して必要な資金（定額国内２００，０００円、海外
２５０，０００円）を助成する。
・助成計画　１件　２５０，０００円以内

（ⅱ）営農・流通関係現地視察調査資金助成事業
３年以上就農している青年農業者が自らの経営改善等に資することを目的とした県外への視

察・調査に係る経費の一部６０，０００円を上限に助成する。
・助成計画　３件　１８０，０００円

　　　　
ハ）環境条件整備対策事業
（ⅰ）研修受入農家等助成事業

農業研修生を受け入れる県内の先進農家等に対し、受入に係る諸負担の軽減を図るための助
成を行う。

（ⅱ）新規就農者育成総合対策（就農準備資金）
新たに就農しようとする青年等（就農時４９歳以下かつ一定要件を満たす者）に対して、経済

的に不安定な研修期間中に最大年１５０万円を交付する。交付申請予定者には、要件を満たせず
交付金の返還が生じないよう事前の面談を実施し、交付後も関係機関と連携しながら、研修の
実施状況及び就農に向けた準備状況について確認・指導を行う。また、就農後は、就農状況を
確認するとともに必要に応じて営農継続に向けた支援を行う。

（ⅲ）その他
その他、以下の支援を行う。
・青年農業者確保育成推進団体への支援（県農業士会等助成）
・農村青少年クラブ等の活動支援
・宮城県新・農業者ネットワークの活動支援
※宮城県新・農業者ネットワークは、宮城県内に新たに参入した農業者のネットワーク組織で、個々の
経営で抱える課題解決や農業経営の早期確立のための先進地視察や情報交換等を行っている。

・農業高等学校への支援
・研修教育施設に対する支援
・青年農業者の交流活動支援

備　考助成金額件　数研　修　等　区　分
助成額＠15，000円906就農相談を受けた者の農業体験

助成額@　5，000円
　　　@10，000円（就農イベント）

30
10

6
1

就 農 相 談 サ ポ ー ト 促 進 事 業

〔助成計画〕 （単位：件、千円）

交 付 金 額うち継続交付件数研修計画認定件数研　修　等　区　分
８，６２５３６宮 城 県 農 業 大 学 校 等就農準備

資 金 １２，０００１８先 進 農 家 等
２０，６２５４１４計

〔交付計画〕 （単位：件、千円）
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②　地域農業の担い手の育成（担い手育成総合支援協議会分を含む）
イ）担い手の経営改善支援

認定農業者や法人等の担い手の経営力の強化を図るため、規模拡大や経営の多角化等に応じた
経営管理の高度化、組織体制の向上・再編、円滑な経営継承等の課題解決を、農業改良普及セン
ター等と連携して支援する。

ロ）集落営農組織や個別経営体の法人化支援
法人化に意欲ある集落営農組織や個別経営体が将来へ向け持続的に経営活動を展開し、農地の

集積・集約化により地域農業の担い手として着実に発展できるよう、経営内容や発展段階に応じ
て、市町村、ＪＡ、農業改良普及センター等の関係機関と一体的に経営の法人化を支援する。

ハ）農業経営・就農支援センター活動の推進
県農業経営・就農支援センターにおける拠点相談窓口として、県からの委託を受け農業経営及

び就農に係る相談対応や重点支援対象者へのサポート活動を的確に実施する。なお、伴走機関で
ある宮城県担い手育成総合支援協議会と一体的に活動を推進する。

二）収入減少緩和対策積立金管理業務
収入減少影響緩和対策において、国との委託契約に基づき対策加入者が拠出した積立金管理業

務を実施します。
 

備　　考うち新規支援対象者数重点支援対象者数
県内各普及センターの提示により県が選定する２０４５

〔令和７年度重点支援対象者数〕
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3　優良種子・種苗の安定供給
今年度における「主要農作物種子需給調整事業」及び「主要農作物原種・原原種生産作業受託事業」

については、宮城県が制定した「宮城県主要農作物種子条例」に沿った事業を実施するとともに、今
年度生産計画に基づき、種子生産者や関係機関と連携した優良種子・種苗の安定生産と供給に努める。
　　
①　主要農作物種子需給調整事業
イ）確保対策事業

県内外からの申込需要数量を基本に、宮城県の「令和７年度稲作推進の基本方針」や「宮城県
麦類・大豆生産・流通基本方針」等をもとに、宮城県や全農宮城県本部等と協議した種子生産ほ
の品種構成やほ場面積等に基づき生産を行う。
特に、宮城県では「ひとめぼれ」「ササニシキ」「だて正夢」「金のいぶき」を柱とするみやぎ米

ブランド化戦略を継続しており、みやぎ米の認知度向上及び品質・食味向上（高品質宮城米づく
り）による販売・ブランド力の強化を推進している。
このことを踏まえて、多様化している主要農作物種子の生産確保を図るため、令和７年度の種

子生産ほ場を稲４５８．２ha（前年度対比１０４．７%）、麦類７６．７９ha（前年度対比９８．８%）、大豆１３６．９ha（前
年度対比９５．7%）を設置する。
また、稲種子のＤＮＡ鑑定を引き続き実施し、安全・安心な優良種子の生産と数量確保に努める。

ロ）需給調整事業
需給調整は、需要農家の要望に応じた円滑な種子の確保・供給を行うため、需要農協等との連

携を深め、販売見通しや早期の生産計画作成とそれに基づく適切な生産契約を行えるよう、需要
数量の早期把握に努める。

 

※確保計画数量には生産計画に前年産備蓄、県外産購入数量を含み、供給計画数量は県外受託数量を含む。

（単位：kg）

差引残数量供給計画数量確保計画数量品 目
３３，７８０２，０７４，１２０２，１０７，９００う る ち

稲
１，０４０５１，５００５２，５４０も ち
３４，８２０２，１２５，６２０２，１６０，４４０計
３７５１２４，２２５１２４，６００大 麦麦

類 １，５００１２３，６６０１２５，１６０小 麦
１，８７５２４７，８８５２４９，７６０計
１，４８０２４７，２６０２４８，７４０大 豆

【種子需給調整】

（単位：ha、kg、％）

前　年　対　比前　年　計　画生　産　計　画
品　　　 目

数量対比面積対比数　量面　積数　量面　積
１０３．８１０５．０２，０１１，５３０４２４．００２，０８７，７４０４４５．１０う る ち

稲
９７．０９７．０５３，８８０１３．５０５２，２８０１３．１０も ち
１０３．６１０４．７２，０６５，４１０４３７．５０２，１４０，０２０４５８．２０計
９４．４９１．０１３２，０００４３．４０１２４，６００３９．５０大 麦麦

類 １０８．４１０８．７１１５，４７０３４．３０１２５，１６０３７．２９小 麦
１００．９９８．８２４７，４７０７７．７０２４９，７６０７６．７９計
９６．５９５．７２５７，６７０１４３．００２４８，７４０１３６．９大 豆

【種子生産ほ生産計画】
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ハ）優良種子の安定生産及び優良品種の普及推進事業
（ⅰ）関係機関との連携による事業推進

当公社の事業運営を円滑に推進するため、稲・麦類・大豆の生産対策、需給調整、優良品種
の普及推進及び優良種子の生産供給等を協議する会議を開催する。
◇主要農作物種子対策検討委員会 
◇主要農作物種子場農協担当者会議
◇主要農作物種子場農協連絡協議会連絡会議
◇原種苗部事業推進会議

　　　　　　　　
（ⅱ）優良種子生産確保のための技術指導の強化

関係機関等と密接に連携し、「優良種子生産の手引」を活用した基本技術の確実な周知徹底を
図るため、指導巡回等の実施や改善状況のチェックを実施する。
また、「イネばか苗病」対策については、宮城県、全農宮城県本部、種子場農協等と連携しな

がら種子場周辺水田での発生低減に努めるため、対策用チラシを前年度に引き続き作成し、主
に種子生産ほ場周辺の主食用米栽培者に配布する。
◇生産ほ場の現地巡回指導
◇主要農作物種子生産技術向上研修会
◇優良種子生産者表彰

　　　　　　　　　　
（ⅲ）安全・安心なみやぎ米の安定生産の推進

みやぎ米づくり推進本部が制定した「宮城県米づくり推進基本方針」（令和３年度～７年度）の
推進事項に基づき優良種子の計画的な確保を通し需要に応じた安定的な供給に努める。

　　　
（ⅳ）種子備蓄・残量処理事業

◇種子備蓄計画
　稲種子の円滑な需給調整を図るため、令和７年産種子約４ｔ程度を１年間備蓄する。
　備蓄は全農宮城県本部の種子備蓄施設（低温倉庫）に保管管理を委託する。
◇残量処理計画
稲種子の残量処理については、令和６年度備蓄種子のうち残量となった約４ｔを籾摺り処

理し、販売を全農宮城県本部に委託する。
　　

（ⅴ）品種識別検査事業
稲種子のＤＮＡ鑑定については、トレーサビリティ確立の根幹を成すことから、今年度も引

き続き実施する。
　　　
（ⅵ）飼料用米多収品種種子確保対策

宮城県から委託を受け、飼料用米多収品種「東北２４４号」の原種及び「東北２１１号」の一般種
子の採種ほ場を設置して飼料用米種子の生産を行う。
なお、「東北２４４号」は令和９年産より「東北２１１号」に替わって一般種子生産を予定している

品種であり、令和７年度より原種生産を開始する。

（単位：ａ、kg、％）

前　年　対　比前　年　計　画生　産　計　画
品 目

数量対比面積対比数　量面　積数　量面　積
100．0100．050010．050010．0原 種
５４．５５４．５１２，５４０２２0．0６，８４０1２0．0一 般 種 子

【飼料用米専用品種種子生産計画】
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②　主要農作物原種・原原種生産作業受託事業
主要農作物（稲・麦類・大豆）の原種・原原種生産について、宮城県と当公社における主要農作
物原種・原原種生産作業業務委託契約に基づき、生産作業業務を受託する。
令和７年度に宮城県が指定した原種･原原種生産ほ場は、宮城県古川農業試験場岩沼ほ場及び名

取ほ場で、稲４７１．１ａ、麦類（R７年産）３８４．１ａ、大豆５３０．６ａとなっている。
なお、生産品種数については、今後、宮城県より提示される。

③　園芸種苗生産供給・普及推進事業
優良な園芸種苗の生産は、商品性の高い園芸産地の育成及び育苗の省力化による農業経営の改善

を図るうえで大きな役割を果たすものである。
このため、関係指導機関及び農業団体と連携のもと、いちご親株苗やトマト・キュウリ等を中心

としたセル成型苗を注文に応じ、計画的に生産供給を図る。

 

備　　　　　考計　画　数　量品　　種　　名

令和８年親株苗用
2，５00も う い っ こ
2，４00と ち お と め
1，５00に こ に こ ベ リ ー
６，４00合　　　計

（単位：本）〔原　苗〕

【いちご苗の供給計画】

合　計その他サツマイモ
ナ　　スキュウリト　マ　ト　　　　　品　目

項　目　　　　　 接　木自　根接　木接　木自　根
１0５，000５，00020，000５，000５，00020，0001０，000４０，000生 産 計 画 本 数

（単位：本）【セル成型苗の生産供給計画】

大 豆麦　類（R７産）水 稲品 目
１３．９５．０４．０原 原 種
５１６．７３７９．１４６７．１原 種
５３０．６３８４．１４７１．１計

【生産作業面積】 （単位：ａ）

増　殖　ほ　別　出　荷　数　量
　　　　　項　目
品種名　　　　　 合　　計原種苗部小　　計JAいしのまきJA名取岩沼

８７，０００４，０００８３，０００１２，０００７１，０００も う い っ こ
５９，０００５９，００００００と ち お と め
６０，０００６０，００００００にこにこベリー
２，４００２，４０００００み や ぎ i３ 号

２０８，４００１２５，４００８３，０００１２，０００７１，０００合　　　計

（単位：本）〔親株苗〕
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⑷　肉用牛の生産振興
①　白石牧場運営事業

増体性に優れた肉牛づくりと肉用牛経営の基礎となる繁殖雌牛の生産にあたり、引き続き公共牧
場ハブ機能強化事業に取り組み、育種改良の推進、計画的な交配（人工授精）及び受精卵移植技術
により、優良種畜（高能力牛）の生産・増頭に努め、付加価値の高い本県肉用牛の改良促進に引き
続き取り組む。
また、周年放牧による粗飼料主体の飼養管理の実施と自給飼料資源を活用した資源循環型の持続

的な肉用牛飼養方式の実証普及に引き続き取り組む。
併せて公共牧場機能強化等体制整備事業により整備した牛舎等施設を活用し、関係機関と協力し

ながら次世代を担う人材育成を目的とした担い手育成研修事業を実施する。
　　　　　　　　
イ）優良肉用牛資源（子牛）供給事業
○肉量型の優良子牛の生産及び配付
・子牛生産頭数：２８０頭
・子牛配付頭数：２４０頭（市場出荷及び現場後代検定）
○優良子牛配付事業収入及び委託管理事業（預託）：１３８，４００千円
・子牛販売収入：１３０，０００千円
・肥育販売収入：３，６００千円
・委託管理事業（預託：哺乳事業）：４，８００千円

○ハブ事業：９６０千円（受精卵の配布６０個）
○初妊牛事業：１，７００千円（公社独自：８５０千円×２頭）
○その他の収入：１８，４２４千円（現場後代検定協力金等）

ロ）肉用牛生産振興事業
全農宮城県本部と連携し、優良雌牛初妊牛生産事業を実施し県内の肉牛生産基盤の強化を図

る。そのため、導入時の衛生対策の実施による疾病予防技術の確立と普及、適正飼養管理による
体型審査得点の向上や評価の高い初妊牛生産に努める。

○優良雌牛初妊牛生産事業
優良繁殖素牛を全農宮城県本部が導入し、公社が農家のニーズにあった県基幹種雄牛精液
を人工授精し、妊娠鑑定後に県内JAを通じて畜産農家へ斡旋供給する。
・預託頭数：４0頭
・事業収入：１０，４００千円

期末
頭数

減　　　少増　　　加期首
頭数品 種区 分

計斃　死組　替配付等計組　入生　産
３３０２５４０２１２５２５０３３０黒毛和種繁殖（成牛）

繁

殖

０１５０１５０１５１５００黒毛和種繁殖（育成）
２２４２８０１０３０２４０２８００２８０２２４黒毛和種繁殖（子牛）
２０００００００２黒毛和種種 雄 牛
２３６００６１５１５０１４黒毛和種肥 育 牛
５７９３２６１４４５２６７３３５５５２８０５７０計
２０４０００４０４０４００２０黒毛和種初 妊 牛 事 業
１２０００２０２０２００１黒毛和種哺 乳 事 業
２１６０００６０６０６００２１計
６００３８６１４４５３２７３９５１１５２８０５９１合 計

家畜飼養頭数 （単位：頭）
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②　岩出山牧場管理受託事業
イ）岩出山牧場管理受託事業

県内酪農・肉用牛飼養農家の経営安定に資するため、指定管理者として、宮城県畜産試験場を
はじめ各関係機関と連携を図りながら、預託事業や産肉能力検定事業等が円滑に進められるよ
う、牧場の運営管理を行う。
なお、指定管理者として令和６年度から５ヶ年間（R６～R１０）の基本協定書締結により、２年

目の県営牧場の管理受託を行う。

○管理受託事業
・預託育成事業
・肉用牛繁殖育成事業
・和牛産肉能力検定事業

○事業収入：９３，３３８千円（宮城県委託料９３，３３８千円）

ロ）周年預託育成事業
肉用牛の放牧を基本として、預託された牛に人工授精後、妊娠を確認して農家に返す周年預託

により、県内農家の規模拡大支援を行う。
○預託頭数：募集頭数延１８０頭（前期：７０頭、後期：７０頭、周年：４０頭）
○事業収入：９，７５９千円（預託料９，５８９千円、その他１７０千円）

 

期末
頭数

減　　　少増　　　加期首
頭数品 種区　　　分

計組　替配付等計組　入生　産
０１８００１８０１８０１８０００乳用・黒毛預 託 牛
８１９１９    ０１９１９０８黒 毛 和 種検定牛（直検）
６２９０   ９１３１３０５８黒 毛 和 種基礎牛（成牛）
１４１３１３    ０１３１３０１４黒 毛 和 種基礎牛（育成牛）
５３５６１４４２５３  ０５３５６黒 毛 和 種子 牛
１７１４１１３１５１５０１６黒 毛 和 種肥 育 牛
１５４２９１４７２４４２９３２４０５３１５２合　 　 計

家畜飼養頭数 （単位：頭）
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⑸　生産基盤となる農地・施設等の整備や営農支援
①　農業農村整備工事等受託事業

会員及び農業団体等からの委託により、１地区、事業費２，５００千円の農業農村整備工事受託事業を
行う。

②　汚染牧草農地還元・汚染稲わら保管施設の維持管理等関連事業
会員及び農業団体等からの委託により、事業費３６６，８００千円の農林業系廃棄物の保管処理関連事

業を行う。

③　畜産公共事業
イ）畜産環境総合整備事業（ストックマネジメント事業）

市町村等で建設し10年以上経過した堆肥センターにおいて、適切な補強補修を行い使用年数を
延長させるため、引き続き関係機関と連携し堆肥化処理施設の修繕等を進める。
 今年度は中田・石越地区（登米市）及び金成地区（栗原市）の計２地区で１５５，７５２千円にて改

修工事を行う。また、角田地区（角田市）で計画策定に向けた事前の調査業務を６，６００千円で行う。

備　　考事　業　費地　　区事　業　項　目
２，５００１地区暗 渠 排 水 工 事

（単位：千円）〔農業農村整備工事受託事業計画〕

備　　考事　業　費地　　区事　業　項　目
宮城県４，６８０県 内 一 円保管施設維持管理業務
登米市ほか１９，９８０登 米 市 ほ か汚染稲わら・牧草保管維持管理業務
加美町ほか３４２，１４０加 美 町 ほ か汚染牧草農地還元業務

３６６，８００合　　　計

（単位：千円）〔汚染牧草農地還元・汚染稲わら保管施設の維持管理等関連事業計画〕

７年度計画６年度まで全体計画
工　　種地区名

（事業年度） 摘　要事業費事業費事業費
７６，５９２８６，８１２１６３，４０４施 設 整 備

中 田・石 越

（R４～R７）

   ４２，２３７４２，２３７機 械 整 備
１０，０００１０，０００測 量 設 計 費

７，６６０１３，９０４２１，５６４事 務 費
８４，２５２１５２，９５３２３７，２０５小 計

６３，８００６３，８００施 設 整 備
金 成

（R５～R７）

６５，０００６５，０００機 械 整 備
６，９８５６，９８５測 量 設 計 費

６，５００７，０７８ １３，５７８事 務 費
７１，５００７７，８６３１４９，３６３小 計

※（３６，１３４） ７６，０００施 設 整 備
築 館

（R６～R８）

６０，０００機 械 整 備
 ６，５５６６，５５６測 量 設 計 費

※（３，６１３）     ６５５１４，２５５事 務 費
※（３９，７４７） ７，２１１１５６，８１１小 計

（単位：千円）〔実施計画〕

※築館地区については、R６年度に測量設計を実施し、改修工事（３６ , １３４千円）については、R８年度に実施する見込。
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ロ）発注者支援（１級建築士事務所扱い）
畜産関係事業により収益性の向上を図る畜産農家等に対し、補助事業の適切な進捗管理を行うことを

目的に、発注者支援を行う。
 

④　測量設計受託事業
会員及び農業団体等からの委託により、事業費７４，８００千円の農業農村整備に係る測量設計受託業務

を行う。

⑤　粗飼料収穫調製・供給事業
営農支援業務として耕種農家の稲WCS生産を支援するため、公社の技術力・機動力を活かしたコ
ントラクター組織を編成して、収穫作業の受託業務及び生産物を畜産農家へ斡旋・供給する広域流
通事業を行う。
○事業収入：８１，３８４千円（収穫作業　５５，３８４千円、斡旋販売　２６，０００千円）
・稲WCS等収穫調製：１７８．０ha（内訳：稲１６０．０ha、飼料用とうもろこし１８．０ha）
・斡旋、販売個数：稲WCS  ６，５００個

全　体　計　画工　　　　種地　　　　区　　　　名
６，６００調　　査　　費角　田　（R７）

（単位：千円）〔調査業務〕

（単位：千円）

備　　考事業費地　　区事　業　項　目
宮城県５０，０００県　 内　 一　 円設 計 資 料 作 成 業 務
宮城県２０，０００県　 内　 一　 円現 場 技 術 業 務
ため池サポートセンター２，０００県　 内　 一　 円た め 池 調 査 等 業 務
宮城県・市町村等１，０００県 内 一 円発 注 者 支 援 業 務
国・宮城県１，８００県 内 一 円特 定 鉱 害 復 旧 事 業

７４，８００合　　　計

〔測量設計受託事業計画〕
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⑹　その他
①　公共施設管理業務

宮城大学及び宮城県からの委託により、２１，５８０千円の公共施設管理業務を行う。

②　特定鉱害復旧事業
農地等の有効利用と保全を図るため、臨時石炭鉱害復旧法４８条の３の規定に基づく特定鉱害復旧
事業の指定法人（平成１３年１１月２２日指定）として、地表から深さ５０ｍ以内の亜炭採掘跡・坑道跡の
崩壊に起因する農地及び宅地等の陥没・亀裂等の復旧のための基金管理を行う。

③　宮城県ＲＴＫ基地局運営・基金管理業務
県が整備した県内７箇所のＲＴＫ－ＧＮＳＳ固定基地局を活用した農業生産現場におけるアグリ
テック推進による農業者のスマート農業利用拡大に寄与するため、宮城県からの委託により利用者
等の相談窓口業務、ＲＴＫ基地局巡回・点検、新規利用者拡大に向けた広報等普及啓発活動及びＲ
ＴＫ基地局維持管理のための基金管理を行う。

４　公益法人経営

⑴　経営管理
①　中期経営プラン（第３期）の進行管理と実践

経営方針を定めた「中期経営プラン（第３期）」（令和５年度策定）の目標達成に向け、事業の進
捗状況を上半期後に取りまとめ、自己評価を行い、下半期及び次年度の事業実施に反映させるとと
もに、中間年の計画３年目となる今年度は、情勢の変化に対応したプランの一部改正や達成指標の
見直し作業を実施する。なお、経常収益は６年連続のマイナスと厳しい収支状況が続いており、経
営改善に向けた事業の抜本的改革等の検討も進めていく。

②　適正な会計処理と収支の安定
公益法人会計基準に基づいた適正な会計処理と収支相償等公益認定基準を満たす会計運営に努める。
令和７年４月には公益法人会計基準の見直しが行われるが、３年間の猶予期間があることから、
令和８年度以降の新基準対応に向けた準備を進める。
また、収支安定した事業展開を図るため、事業別に収支状況を把握し、新規事業の確保や各種引

当金の積立を行う。

③　適正な事務処理とコンプライアンスの推進
業務執行における法令遵守と秘密保持等公正確保のための研修等を引き続き実施する。

　　　　
⑵　人材育成

安定的な事業継続のため将来の公社の中核的人材となり得る職員の確保と適正な人員配置に努める
とともに、プロフェッショナル集団としての公社機能を維持するため、技術研修への参加、各種資格
の取得への支援、外部講師を招いての職員研修を継続して実施する。

（単位：千円）

備　考受託料事業内容事業名事業種別
宮城大学１８，７００農場管理及び実習補助業務

公共施設管理業務受託業務
宮城県２，８８０ＢＳＥ対策業務

（死亡牛検査補助業務）

２１，５８０合　　計
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正 味 財 産 増 減 予 算 書 
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（単位：円）

正 味 財 産 増 減 予 算 書
令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで

合　 　 　 　 計内部取引消去法 人 会 計公益目的事業会計
科　　　　 目

増 減前年度当年度前年度当年度前年度当年度前年度当年度
1Ⅰ　一般正味財産増減の部
2１．経常増減の部
3⑴ 経 常 収 益

△ 1,798,000 7,318,000 5,520,000 0 0 3,890,000 2,470,000 3,428,000 3,050,0004基本財産運用益 
 1,017,000 6,676,000 7,693,000 0 0 39,000 39,000 6,637,000 7,654,0005特定資産運用益 

△ 224,682,000 3,640,677,000 3,415,995,000△ 123,879,000△ 98,160,000 21,942,000 19,852,000 3,742,614,000 3,494,303,0006事 業 収 益 
△ 71,708,000 2,468,102,000 2,396,394,000 0 0 1,184,000 1,348,000 2,466,918,000 2,395,046,0007農地集積事業収益
 1,165,000 4,235,000 5,400,000 0 0 0 0 4,235,000 5,400,0008青年農業者育成事業収益
 134,000 103,800,000 103,934,000 0 0 0 0 103,800,000 103,934,0009原種苗事業収益

△ 4,672,000 280,639,000 275,967,000 0 0 627,000 606,000 280,012,000 275,361,00010肉用牛生産振興事業収益
△ 149,644,000 757,804,000 608,160,000△ 123,879,000△ 98,160,000 20,131,000 17,898,000 861,552,000 688,422,00011基盤整備事業収益

 43,000 26,097,000 26,140,000 0 0 0 0 26,097,000 26,140,00012その他事業収益
△ 53,516,000 440,188,000 386,672,000 0 0 0 0 440,188,000 386,672,00013受 取 補 助 金 等 
△ 54,793,000 409,947,000 355,154,000 0 0 0 0 409,947,000 355,154,00014受取地方公共団体補助金
 1,277,000 30,241,000 31,518,000 0 0 0 0 30,241,000 31,518,00015その他補助金
△ 277,000 12,014,000 11,737,000 0 0 1,201,000 1,174,000 10,813,000 10,563,00016受 取 負 担 金 
 340,000 238,000 578,000 0 0 0 338,000 238,000 240,00017雑 収 益

△ 278,554,000 4,107,111,000 3,828,557,000△ 123,879,000△ 98,160,000 27,072,000 23,873,000 4,203,918,000 3,902,844,00018経 常 収 益 計
19⑵ 経 常 費 用

△ 237,907,000 4,165,913,000 3,928,006,000△ 123,879,000△ 98,160,000 0 0 4,289,792,000 4,026,166,00020事 業 費
△ 2,563,000△ 5,606,000△ 8,169,000 0 0 0 0△ 5,606,000△ 8,169,00021棚 卸 高
△ 76,341,000 2,388,907,000 2,312,566,000 0△ 2,000,000 0 0 2,388,907,000 2,314,566,00022農地集積事業費
△ 21,477,000 42,102,000 20,625,000 0 0 0 0 42,102,000 20,625,00023青年農業者育成事業費

 461,000 9,300,000 9,761,000 0 0 0 0 9,300,000 9,761,00024原種苗事業費
 9,396,000 568,279,000 577,675,000 0 0 0 0 568,279,000 577,675,00025人 件 費
 685,000 14,618,000 15,303,000 0 0 0 0 14,618,000 15,303,00026役 員 報 酬

△ 7,412,000 217,245,000 209,833,000 0 0 0 0 217,245,000 209,833,00027給 料 手 当
 21,268,000 235,817,000 257,085,000 0 0 0 0 235,817,000 257,085,00028臨時雇賃金
△ 4,351,000 22,540,000 18,189,000 0 0 0 0 22,540,000 18,189,00029退職給付費用
△ 472,000 76,517,000 76,045,000 0 0 0 0 76,517,000 76,045,00030法定福利費
△ 322,000 1,542,000 1,220,000 0 0 0 0 1,542,000 1,220,00031福利厚生費

△ 29,096,000 269,902,000 240,806,000 0 0 0 0 269,902,000 240,806,00032材 料 費
△ 1,001,000 4,401,000 3,400,000 0 0 0 0 4,401,000 3,400,00033種 苗 費
△ 1,700,000 10,700,000 9,000,000 0 0 0 0 10,700,000 9,000,00034肥 料 費
 3,730,000 125,329,000 129,059,000 0 0 0 0 125,329,000 129,059,00035飼 料 費
△ 100,000 11,500,000 11,400,000 0 0 0 0 11,500,000 11,400,00036医薬材料費
△ 28,000 668,000 640,000 0 0 0 0 668,000 640,00037農 薬 費

△ 30,302,000 111,951,000 81,649,000 0 0 0 0 111,951,000 81,649,00038材 料 費
 305,000 5,353,000 5,658,000 0 0 0 0 5,353,000 5,658,00039その他材料費

△ 116,950,000 537,989,000 421,039,000△ 123,879,000△  96,160,000 0 0 661,868,000 517,199,00040生 産 経 費
△ 1,066,000 4,971,000 3,905,000 0 0 0 0 4,971,000 3,905,00041人工授精費
 3,325,000 37,391,000 40,716,000 0 0 0 0 37,391,000 40,716,00042労 務 費
△ 395,000 1,336,000 941,000 0 0 0 0 1,336,000 941,00043共通仮設費
△ 474,000 3,030,000 2,556,000 0 0 0 0 3,030,000 2,556,00044運 搬 費
 669,000 7,712,000 8,381,000 0 0 0 0 7,712,000 8,381,00045機械借上費
 371,000 10,679,000 11,050,000 0 0 0 0 10,679,000 11,050,00046機械労務費

△ 1,096,000 9,540,000 8,444,000 0 0 0 0 9,540,000 8,444,00047車 両 費
△ 4,205,000 28,478,000 24,273,000 0 0 0 0 28,478,000 24,273,00048修 繕 費
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（単位：円）

合　 　 　 　 計内部取引消去法 人 会 計公益目的事業会計
科　　　　 目

増 減前年度当年度前年度当年度前年度当年度前年度当年度
△ 114,599,000 431,072,000 316,473,000△ 117,279,000△ 96,160,000 0 0 548,351,000 412,633,00049外 注 費

 0 3,300,000 3,300,000△ 6,600,000 0 0 0 9,900,000 3,300,00050測量試験費
 520,000 480,000 1,000,000 0 0 0 0 480,000 1,000,00051その他生産経費
△ 720,000 1,800,000 1,080,000 0 0 0 0 1,800,000 1,080,00052奨 学 金
 69,000 2,281,000 2,350,000 0 0 0 0 2,281,000 2,350,00053助 成 金
 136,000 5,538,000 5,674,000 0 0 0 0 5,538,000 5,674,00054旅 費 交 通 費

△ 1,614,000 44,931,000 43,317,000 0 0 0 0 44,931,000 43,317,00055事 務 費
△ 33,000 3,445,000 3,412,000 0 0 0 0 3,445,000 3,412,00056消 耗 品 費
 301,000 4,555,000 4,856,000 0 0 0 0 4,555,000 4,856,00057通信運搬費
 302,000 609,000 911,000 0 0 0 0 609,000 911,00058図 書 費
△ 490,000 5,129,000 4,639,000 0 0 0 0 5,129,000 4,639,00059印刷製本費
 369,000 1,115,000 1,484,000 0 0 0 0 1,115,000 1,484,00060会 議 費
△ 28,000 176,000 148,000 0 0 0 0 176,000 148,00061食 糧 費

△ 2,001,000 2,172,000 171,000 0 0 0 0 2,172,000 171,00062広告宣伝費
 40,000 133,000 173,000 0 0 0 0 133,000 173,00063事業推進費

△ 934,000 27,528,000 26,594,000 0 0 0 0 27,528,000 26,594,00064支払手数料
 860,000 69,000 929,000 0 0 0 0 69,000 929,00065その他事務費
△ 632,000 49,724,000 49,092,000 0 0 0 0 49,724,000 49,092,00066租 税 負 担 金
△ 889,000 45,374,000 44,485,000 0 0 0 0 45,374,000 44,485,00067公 租 公 課
 257,000 4,350,000 4,607,000 0 0 0 0 4,350,000 4,607,00068負 担 金

 13,304,000 47,295,000 60,599,000 0 0 0 0 47,295,000 60,599,00069施 設 費
 7,656,000 11,128,000 18,784,000 0 0 0 0 11,128,000 18,784,00070賃 借 料
 1,115,000 5,024,000 6,139,000 0 0 0 0 5,024,000 6,139,00071修 繕 費
 425,000 3,638,000 4,063,000 0 0 0 0 3,638,000 4,063,00072保 険 料
 744,000 13,622,000 14,366,000 0 0 0 0 13,622,000 14,366,00073水道光熱費
 3,360,000 13,834,000 17,194,000 0 0 0 0 13,834,000 17,194,00074機械借上費
 4,000 49,000 53,000 0 0 0 0 49,000 53,00075その他施設費

△ 6,919,000 105,876,000 98,957,000 0 0 0 0 105,876,000 98,957,00076委 託 費
 0 2,262,000 2,262,000 0 0 0 0 2,262,000 2,262,00077報 償 費

 85,000 16,849,000 16,934,000 0 0 0 0 16,849,000 16,934,00078車 両 費
 12,000 132,000 144,000 0 0 0 0 132,000 144,00079支 払 利 息

△ 4,840,000 72,238,000 67,398,000 0 0 0 0 72,238,000 67,398,00080減 価 償 却 費
△ 753,000 860,000 107,000 0 0 0 0 860,000 107,00081工事等補償関係引当金繰入額
 535,000 5,194,000 5,729,000 0 0 0 0 5,194,000 5,729,00082貸倒引当金繰入額

 0 60,000 60,000 0 0 0 0 60,000 60,00083雑 費
△ 3,215,000 27,070,000 23,855,000 0 0 27,070,000 23,855,000 0 084管 理 費
△ 3,998,000 18,606,000 14,608,000 0 0 18,606,000 14,608,000 0 085人 件 費
△ 687,000 3,812,000 3,125,000 0 0 3,812,000 3,125,000 0 086役 員 報 酬
△ 2,129,000 6,593,000 4,464,000 0 0 6,593,000 4,464,000 0 087給 料 手 当
△ 54,000 1,455,000 1,401,000 0 0 1,455,000 1,401,000 0 088臨時雇賃金
△ 830,000 4,166,000 3,336,000 0 0 4,166,000 3,336,000 0 089退職給付費用
△ 298,000 2,280,000 1,982,000 0 0 2,280,000 1,982,000 0 090法定福利費

 0 300,000 300,000 0 0 300,000 300,000 0 091福利厚生費
 4,000 43,000 47,000 0 0 43,000 47,000 0 092旅 費 交 通 費

△ 898,000 2,525,000 1,627,000 0 0 2,525,000 1,627,000 0 093事 務 費
 97,000 432,000 529,000 0 0 432,000 529,000 0 094消 耗 品 費
 8,000 271,000 279,000 0 0 271,000 279,000 0 095通信運搬費

△ 53,000 77,000 24,000 0 0 77,000 24,000 0 096図 書 費
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（単位：円）

合　 　 　 　 計内部取引消去法 人 会 計公益目的事業会計
科　　　　 目

増 減前年度当年度前年度当年度前年度当年度前年度当年度
△ 5,000 595,000 590,000 0 0 595,000 590,000 0 097印刷製本費
△ 19,000 92,000 73,000 0 0 92,000 73,000 0 098会 議 費

 0 9,000 9,000 0 0 9,000 9,000 0 099食 糧 費
 15,000 0 15,000 0 0 0 15,000 0 0100交 際 費

△ 941,000 1,049,000 108,000 0 0 1,049,000 108,000 0 0101支払手数料
 448,000 949,000 1,397,000 0 0 949,000 1,397,000 0 0102租 税 負 担 金
 5,000 15,000 20,000 0 0 15,000 20,000 0 0103公 租 公 課
 443,000 934,000 1,377,000 0 0 934,000 1,377,000 0 0104負 担 金
△ 26,000 1,753,000 1,727,000 0 0 1,753,000 1,727,000 0 0105施 設 費
 272,000 38,000 310,000 0 0 38,000 310,000 0 0106賃 借 料
△ 6,000 7,000 1,000 0 0 7,000 1,000 0 0107修 繕 費
 5,000 97,000 102,000 0 0 97,000 102,000 0 0108保 険 料

△ 45,000 272,000 227,000 0 0 272,000 227,000 0 0109水道光熱費
△ 252,000 1,339,000 1,087,000 0 0 1,339,000 1,087,000 0 0110機械借上費
 1,270,000 2,918,000 4,188,000 0 0 2,918,000 4,188,000 0 0111委 託 費

 0 120,000 120,000 0 0 120,000 120,000 0 0112報 償 費
△ 15,000 60,000 45,000 0 0 60,000 45,000 0 0113車 両 費

 0 96,000 96,000 0 0 96,000 96,000 0 0114減 価 償 却 費
△ 241,122,000 4,192,983,000 3,951,861,000△ 123,879,000△ 98,160,000 27,070,000 23,855,000 4,289,792,000 4,026,166,000115経 常 費 用 計
△ 37,432,000△ 85,872,000△ 123,304,000 0 0 2,000 18,000△ 85,874,000△ 123,322,000116当期経常増減額

117２．経常外増減の部
118⑴ 経 常 外 収 益

△ 310,000 5,980,000 5,670,000 0 0 0 0 5,980,000 5,670,000119固定資産売却益
 0 0 0 0 0 0 0 0 0120雑 収 益

△ 310,000 5,980,000 5,670,000 0 0 0 0 5,980,000 5,670,000121経 常 外 収 益 計
122⑵ 経 常 外 費 用

 0 0 0 0 0 0 0 0 0123雑 費
 0 0 0 0 0 0 0 0 0124経 常 外 費 用 計

△ 310,000 5,980,000 5,670,000 0 0 0 0 5,980,000 5,670,000125当期経常外増減額
△ 37,742,000△ 79,892,000△ 117,634,000 0 0 2,000 18,000△ 79,894,000△ 117,652,000126当期一般正味財産増減額
△ 117,154,451 2,138,309,471 2,021,155,020 0 0△ 57,530,834 540,843,958 2,195,840,305 1,480,311,062127一般正味財産期首残高
△ 154,896,451 2,058,417,471 1,903,521,020 0 0△ 57,528,834 540,861,958 2,115,946,305 1,362,659,062128一般正味財産期末残高

129Ⅱ　指定正味財産増減の部
 0 0 0００ 0 0 0 0130受 取 補 助 金 等

△ 1,420,000 3,890,000 2,470,000 0 0 3,890,000 2,470,000 0 0131基本財産運用益
△ 32,000△ 15,292,000△ 15,324,000 0 0△ 3,890,000△ 2,470,000△ 11,402,000△ 12,854,000132一般正味財産への振替額

△ 1,452,000△ 11,402,000△ 12,854,000 0 0 0 0△ 11,402,000△ 12,854,000133当期指定正味財産増減額
△ 5,399,644 435,534,232 430,134,588 0 0 300,000,000 300,000,000 135,534,232 130,134,588134指定正味財産期首残高
△ 6,851,644 424,132,232 417,280,588 0 0 300,000,000 300,000,000 124,132,232 117,280,588135指定正味財産期末残高

136Ⅲ　基 金 増 減 の 部
 0 0 0 0 0 0 0 0 0137当期基金増減額
 0 250,000,000 250,000,000 0 0 0 0 250,000,000 250,000,000138基 金 期 首 残 高
 0 250,000,000 250,000,000 0 0 0 0 250,000,000 250,000,000139基 金 期 末 残 高

△ 161,748,095 2,732,549,703 2,570,801,608 0 0 242,471,166 840,861,958 2,490,078,537 1,729,939,650140Ⅳ　正味財産期末残高


